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グループ会社における事業承継対策（実例紹介） 

 

 

１.はじめに 

グループ経営を担っている（複数の企業を経営している）経営者は、事業承継を検討する際、後継者の選

定以外に、後継者への株式承継、株式の分散防止やグループ全体の経営の最適化など様々な課題に直面しま

す。 

本稿ではグループ会社の経営者からご相談をいただいた実例に基づき、弊法人で実際に関与した事業承継

対策の一例について解説します。 

 

２.事例に関する前提事実 

＜当初ご相談時の状況＞ 

 グループ各社はいずれも黒字経営 

 先代経営者と現経営者により創業約 100 年の企業グループ 

 現経営者のご子息１名を後継者とする親族内承継を検討 

 各社の設立経緯については様々は背景があり、資本関係は各社で持合いの状況 

＜資本関係＞ 

 

A社、B社、C社はグループ運営上、主要な事業を担う
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３.課題と対策の検討 

 （１）課題の検討 

現体制下での承継には以下のような課題が考えられました。 

① 資本関係が複雑かつ承継後に後継者が各社ごとに経営を管理する必要がある 

 互いに株式を持ち合う複雑な資本関係が生じていること及び承継すべき会社の株式が複数あるた

め、中⾧期的な資本政策及び経営戦略の観点から、将来的にグループ経営に支障が生じる可能性があ

るのではないかと危惧されました。 

現経営者としては、後継者が個社ごとにグループ会社の経営や事業運営を管理していかなければな

らない現体制について漠然とした悩みを抱えていました。 

② 株式承継コストが高額である可能性がある 

親族内で事業承継を行う際には、後継者が安定して経営を行えるよう、承継する会社の議決権をな

るべく後継者に集中させることが重要です。したがって、後継者は承継する会社の株式を先代経営者

等から纏めて引き継ぐことが一般的です。 

株式の承継にあたっては、譲渡又は贈与といった方法が考えられますが、譲渡時又は贈与時の株価

に基づき算出される譲渡所得税（住民税を含む）又は贈与税を負担しなければなりません。本事例の

ように黒字体質で社歴の⾧い会社が発行する株式については、一般的に株価が高く算出される傾向に

あるため、株式承継に伴う税金コストが高額になることが予想されました。 

③ 後継者を迎え入れる組織体制の構築 

 相談時において、後継者はグループ会社のいずれにも在籍しておらず、どの会社で後継者を迎え入

れるべきか、また、グループ全体の経営者として後継者にどのような役割を期待するか・任せたいか

を検討しなければなりませんでした。 

 （２）対策の検討  

これらの課題を解決するために、「持株会社体制の導入」を検討しました。 

近年、持株会社を活用した事業承継は増えており、複数の会社を纏めて承継できることや株式承継に係

る税金コストを抑えられる場合があるなどのメリットがあります。さらに、後継者は持株会社の代表取締

役に就任することで、事業に係るオペレーションを他の役員や幹部社員に任せつつ、グループ全体の経営

に注力することが可能となります。 

そこで、本事例においても持株会社体制を導入したうえで、その持株会社の株式を先代経営者等から後

継者に承継するスキームを採用すれば、経営承継及び株式承継の両側面から事業承継を円滑に進めること

が可能になると判断しました。 

なお、本事例では、持株会社体制の導入に加えて、株式承継に伴う税金コストの対策として「事業承継

税制」の適用も併せて検討しました。 

 

４.持株会社体制への移行に係る実行支援 

 （１）組織再編行為の実施検討（持株会社体制導入に係るスキームの検討） 

持株会社の導入にあたっては、新たに持株会社を設立する手法のほか、グループ会社のいずれか１社を

親会社として持株会社化し、その他のグループ会社を子会社化する手法があります。 

本事例においては、後者の手法を選択しました。具体的には、各社が互いの株式を持ち合う複雑な資本
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関係にある中で、既存のグループ会社（事業会社）を事業持株会社として機能させたいという現経営者の

意向から「株式交換」を前提としたスキームを活用しました。 

仮に、前者の手法（新たに持株会社を設立する手法）を選択する場合には、「株式移転」を活用し、新た

に設立された持株会社の傘下に既存のグループ会社を子会社として置くスキームが想定されます。前者又

は後者いずれのスキームを採用するかについては、資本関係の状況やどの会社を持株会社として機能させ

るかなどの経営者の意向に基づき判断する必要があります。 

なお、本事例の株式交換は、株式交換前に株式交換完全親法人（持株会社となる会社）と株式交換完全

子法人（持株会社となる会社以外の他のグループ会社）との間に現経営者一族による完全支配関係があり、

かつ、株式交換後においても当該完全支配関係が継続する見込みがあることから、税務上は「適格株式交

換」に該当し（法法 2 十二の十七イ、法令 4 の 3⑱二）株式交換を実施したとしても資本関係の異動に伴

う課税は特段生じません。仮に、「非適格株式交換」に該当する場合には、株式交換完全子法人が保有する

一定の資産について時価評価課税が適用されるため、スキーム実行前には適格株式交換に該当するための

要件（税制適格要件）を充足するか否か慎重に見極める必要があります。 

 （２）持株会社の選定 

本事例の場合には、A 社、B 社、C 社はグループ運営上、それぞれ主要な事業を担っていたため、これ

ら３社のいずれかを持株会社（グループ全体の親会社）とすることは適当ではないと判断しました。そこ

で、従業員数も少なく主要事業とは直接関係しない事業を行っていた P 社にグループ全体の経営統括機能

を持たせ、同社を持株会社とすることになりました。 

なお、持株会社体制に移行する場合には、グループ会社の資本関係や組織体制に重要な変更が生じるこ

とになるため、グループ各社の役員及び従業員その他取引先や金融機関に対し、事前に新体制へ移行する

ことついての理解と協力を求めておくことが重要であり、これによりスムーズな移行が図れることは言う

までもありません。 

 

＜最終的な資本関係＞ 

 

（３）税務対策 

伝統的な株価対策として、持株会社の株価算定上、類似業種比準額方式を採用することができれば、一

般的には株価が低く抑えられることから、グループ全体の株式承継に係る税金コストを低減する効果が期

待されます。 
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ただし、本事例においては、そういった税務上の技術的かつ短絡的な発想に縛られることなく、将来に

おける円滑な事業承継、並びに、永続的にグループ経営を推進していくための中⾧期的な体制構築を最優

先課題として捉えていた現経営者の希望に沿うよう、対策に臨みました。 

上記背景を踏まえ、本事例においては、後述する「事業承継税制」の適用を現経営者に提案し、税金コ

ストを極小化しつつ現経営者のニーズに沿う事業承継スキームを採用することとなりました。 

 （４）親子会社間の株式の持ち合い 

本事例のようにグループ各社が互いに株式を持ち合っている状況で株式交換を実行した場合、持株会社

体制移行後、親子間（持株会社とその子会社との間）で株式を持ち合うといった資本関係が生まれてしま

います。この場合、会社法違反に該当しないよう、早期に親子間における株式の持ち合い関係を解消する

必要があります（会社法 135、施行規則 23①二）。 

子会社が所有している親会社株式の処分方法としては、「親会社が自己株式として取得する方法」や「他

社に売却する方法」などが考えられますが、親族間での事業承継を前提とした本事例においては、他社に

親会社（持株会社）株式を売却することは現実的ではなく、親会社（持株会社）が自己株式を取得するこ

とで親子間の株式持ち合い関係を解消しました。 

なお、自己株式を取得する場合には、会社法上、親会社（持株会社）の分配可能額の範囲内でしか自己

株式を買い取ることができません。株式交換により親会社（持株会社）の資本剰余金は変動しますので、

株式交換後の分配可能額と自己株式の買取価額をあらかじめシミュレーションしたうえで実行する必要

があります。 

また、自己株式の取得に伴い「みなし配当」が発生する場合があることに留意する必要があるほか、ス

キーム実行によってグループ各社の損益及び財務に及ぼす影響を考慮する必要もあります。 

 （５）その他留意点 

上述のほか、本スキームの実行に際しては、次に掲げる実務的な留意点に配慮しつつ対策を実施しました。 

① 各社決算期を統一するための事業年度変更 

② 特例有限会社を株式会社に組織変更 

③ 株式交換に伴う端株の発生対策 

④ 株式の発行可能株式総数を増やすための定款変更及び登記など 

 

５.事業承継税制の適用の検討 

事業承継税制を適用することにより、先代経営者等から後継者に自社株式を承継する際の税負担は実質的

にゼロとなるため、税金コストの負担に悩まされることなく円滑に株式承継を進められる効果が期待されま

す。 

ただし、本税制を適用するためには、「承継会社の要件」、「後継者の要件」、「先代経営者の要件」とそれぞ

れの立場において多くの要件（下記、図表参照）を充足しなければならない点に留意する必要があります。 

本税制が創設される前は、テクニカルな手法を採用し、承継会社の株価を低く抑えることに主眼を置いた

事業承継スキームがそれなりに実行されていました。その結果、経営者の意向及び事業運営に沿わないスト

ラクチャー（資本関係、経営体制など）が構築され、ビジネス及び資本政策上、重大な支障をきたす恐れを

想起させる事例が今でも見受けられます。 

本税制の適用に際しては数多くの要件を充足しなければならないことに加え、適用後においても取消事由

に該当しないよう中⾧期的な対応が求められますが、難解かつ技術的な税務対策をせず、真っ当にビジネス

を行いつつ、税金コストを抑えた株式承継を実現したいというニーズに対応するのであれば、本税制の適用

を検討することは重要な意味を持つと思われます。 
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本事例においては、余計な小細工（経営方針にフィットしない税務対策）をせず、現経営者の想いに寄り

添った最適な事業承継スキームを実現するための一環として本税制を適用するという判断に至りました。 

 

＜図表：主な適用要件（概要）＞ 

 

本図表においては各要件の概要を記載するに留めていること、及び、株式の承継方法が贈与又は相続等のいずれに該当する

かに応じ適用される要件の内容に一部相違が生じることに留意する必要があります。 

 

なお、本税制は、2027 年 12 月 31 日までに行われる贈与又は相続等による株式承継を対象とした時限立

法です。そして、その適用の前提として、2024 年 3 月 31 日までに承継会社の主たる事務所の所在地を管轄

する都道府県庁に対し「特例承継計画」を提出しなければなりません。 

このように、本税制はスケジュール上の制約があるため、本事例においてはスキーム実行に際して綿密に

スケジュールを策定しなければならないことに加え、これを管理徹底することが欠かせませんでした。 

 

６.最後に 

グループ経営を担う経営者が円滑な事業承継を実現するためには、グループ全体の経営及び事業を次世代

に託すための最適な組織体制の構築や後継者の選定、さらに株式承継に係る税金コスト対策が重要な検討課

題となります。この検討課題に対して、「持株会社体制の導入＆事業承継税制の適用」は、グループ経営を行

っている企業にとって親和性の高い事業承継スキームであると言えます。 

事業承継税制を適用する場合には、適用期限（2027 年 12 月 31 日）までに適用要件を満たしたうえで株

式承継を実行しなければならないことに加え、実行可能な特例承継計画を事前に策定する必要があります。

2022 年度税制改正において特例承継計画の提出期限が１年延⾧されたものの、その期限（2024 年 3 月 31

日）は差し迫っており、特に、事前に持株会社体制を導入する場合にはそれなりの時間を要するため、早め

の準備と対策が必要です。 

  

承継会社 後継者 先代経営者

中小企業者に該当すること 承継時の年齢が18歳以上であること
承継時前に自社の代表権を有していた

こと

非上場会社に該当すること
承継前から自社の役員に就任している

こと

承継時に自社の代表権を有していない

こと

風俗営業会社に該当しないこと 承継時に代表権を有していること
承継直前において一族で自社の総議決

権数の50％超を有していること

資産管理会社に該当しないこと
承継時において一族で自社の総議決権

の50％超を有していること

承継直前において一族の中で最も多い

議決権を有していること

従業員が１名以上であること
承継時において一族の中で最も多い議

決権を有していること
-

売上がゼロを超えること
承継した株式を一定期間継続保有する

こと
-

後継者以外の者が拒否権付株式を有し

ていないこと
- -



 

  

  

 

 6 ©AIWA TAX＆ADVISORY 

–––– 

 

 

本ニュースレターは、一般的な情報提供であり、具体的アドバイスではありません。個別の案件についてはそ

の状況に応じた検討が必要です。お問い合わせ等がありましたら、下記専門家まで遠慮なくご連絡ください。 

 

事業承継 プラクティスグループ（business-succession@aiwa-tax.or.jp） 

税理士       青木 喜彦 

税理士       市川 光大 

公認会計士      清水 佑介 

税理士        中村 彰利 

税理士           宮間 祐介 

 

 

【あいわ税理士法人グループの概要】 

 グループ構成 

あいわ税理士法人 

  あいわ Advisory 株式会社 

 所在地 

  〒108-0075 東京都港区港南 2-5-3 オリックス品川ビル 4F 

 URL 

https://www.aiwa-tax.or.jp/ 

 人員数 

税理士・税理士有資格者：45 名 

公認会計士：9 名 

情報処理安全確保支援士：2 名 

行政書士：1 名 

科目合格者：6 名 

総務ほか：9 名 

合計：65 名(一部重複) 

 関与先概要 

     上場グループ 305 社 上場準備 200 社 非上場 265 社 

 

 


